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イベント開催等における必要な感染防止策の徹底について 

 

イベント開催等における必要な感染防止策については、令和３年１１月２４日付けの国土

交通省海事局安全政策課危機管理室事務連絡「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処

方針の決定、出勤者数の削減、イベントの開催制限、施設の使用制限等に係る留意事項等に

ついて」により、貴団体等より傘下事業者等に周知をお願いしているところですが、今般、

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室長より、国内外での変異株の感染状況も踏

まえ、改めてイベント開催等に当たり、必要な感染防止策が徹底されるよう、別添のとおり

周知依頼がありました。 

つきましては、貴団体等におかれましては、これまでも新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の防止にご協力頂いているところですが、別添を含む本内容について、傘下事業者等に

周知頂き、引き続き感染防止に万全を期すとともに、事業継続が可能な体制の整備等に適切

に対応いただきますようお願い申し上げます。 

 

（別添）内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室長事務連絡 

「イベント開催等における必要な感染防止策の徹底について」 
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